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勤務中の脳出血は労災の認定として出来るか
1、 事実経緯
張氏は製パン会社（以下、A社という）で二交代の梱包作業に従事した。2013年1月10日夜8時頃、勤務中の張氏はお腹がすき、同僚に仕事を頼んで、1階の着換室へインスタントラーメンを食べ、20分を経ち、着換室を出た後、ずっと泣いたばかりで、同僚はその原因を聞いたが、張氏は既に話しができず、絶えず自分の喉と胸を指差し、呼吸の困難さを示した。同僚は張氏の家族に連絡し、救急車で張氏を病院に運んだ。張氏は１、脳内出血、２、脳ヘルニア、3、高血圧、４、低いカリウム血症との病状を診断された。
張氏は、1ヶ月余り治療を受け、退院後、自分がA社で3年以上元気に働き、高血圧病、心脳血管など持病がなく、毎年の健康診断が正常、家族の中にもそのような患者が無く、今回勤務中病気が突発し、連続長時間の残業で、過労したことによって、引き起こした生涯の不随に労災として認定すべきと考え、A社に労災を認定してもらえるよう求めたが、応じられなかった。

2、 決定
張氏の家族はA社の所在地の人事社会保障局に労災認定を申し入れ、社保局は、受理後、調べた上、「労災保険条例」の第14条、15条に照らし、張氏が事故、意外傷害などに遭遇し、労災として認定すべき情況にあらず、更に労災と見なすべきの情況に属しない。故に、労災を認めず、法律適用が正しいと決定を下した。
張氏はその決定に不服、裁判所に行政訴訟を提起し、上記の決定の取消を求めた。

3、 判決
裁判所の審理中、張氏は裁判所に「長期間にわたる過重な残業と脳出血発病との因果関係があるかどうか」について司法鑑定を申し入れた。裁判所指定の司法鑑定所が「被鑑定人張氏は長期間にわたる過重な残業は脳出血発生の誘発要因の一つになる可能性がある」の鑑定意見を出した。裁判所は最終的にその司法鑑定の結論に引用し、張氏が発病前三日間連続の残業でその脳出血の誘発に影響した恐れがあると考えた。勤務中脳出血の突発情況に関しては通常では労災の認定または労災の見做しをしてはならないが、個別の特殊な情況に対して労災の待遇に照らし、処理することができると判断し、上記の人事社会保障局の決定が法律適用の不当に属し、取消し、且つ本判決の発効した日から60日以内に新たに具体的な行政行為を行うものとすると判決した。

4、 関連通達
勤務中の労災認定または見做しの当否に関して「労災保険条例」は規定がないために、労働部弁公庁は相次いで2回通達を公表し、1回目の1994年6月3日付「勤務中発病労災として処理しない回答」（労弁発（1994）177号）では、高血圧病は、普通の病気であり、発病原因及び発病時間の特定が難しく、現行政策上も労災として処理する規定がなく、たとえ職場で、勤務時間内に発病したとしても、労災とせず、病気或は業務外負傷によって処理しなくてはならないと決めた。その後、2回目の1996年7月11日付「勤務時間中発病労災処理の参照可否に関する回答」（労弁発（1996）133号）では、ある病気は仕事の原因によるものであり、或は仕事と緊密な関連があり、勤務中突発的な場合には、特殊な状況として労災として認定できることを明確にした。

「全国行政簡素権限下放サービス改革特化テレビ

電話会議重点任務仕訳方案」
国務院弁公庁は2017年6月22日付「全国行政簡素権限下放サービス改革特化テレビ電話会議重点任務仕訳方案」（以下、方案という）を公布し、今後一定時期にわたる行政改革に関して、以下の五つ方面の重要な任務を明確にした。

1、 就業増のために創業の敷居を引き下げること。今年10月までに全国範囲内に「複数の証明書を一つに統合し、一つ許可書一つ番号」を実現し、更に広範囲に「証明書と許可証との分離」の改革を施行し、市場参入ネガティブリスト試行地域を拡大し、国務院部門権力と責任リストの制定を加速化する。新しい産業、業態、モデルを積極的に模索し、包容、慎重に監督、管理し、新興生産力の成長のために更なる大きい空間を広げる。

2、 各種類市場主体のために負担を軽減すること。構造的な減税政策を全面的に実行し、確実な措置を取り、企業にかかるエネルギー使用、工業用地、インターネット、物流、融資など各方面コストを引き下げる。全国にわたる費用徴収目録リスト「一覧表」の作りを急ぎ、リスト外に一律費用を徴収してはならない。

3、 有効な投資空間の開拓を奨励すること。健康養老、医療リハビリ、技術トレーニング、文化スポーツなどの社会サービス業市場への参入を緩和し、互いに前置を設ける審査許可の妨げを打破する。外資の参入規制を緩和し、外商投資の届出管理をオーブン、簡便な措置を取る。工業製品の生産許可を削減し、既存の認証事項及び費用を整理、統合する。

4、 公平な取引のために条件を創ること。綜合部門と業務監督管理部門は監督管理責任を取り、年内に全範囲をカバーする監督管理を行い、トータルな法律執行の改革を推し進め、人民大衆の身体健康と生命財産の安全の損害、厳重な市場秩序の攪乱行為を厳しく打撃し、巨額の処罰性弁償制度の実行を加速化する。

5、 民衆の日常生活のために利便性を増やすこと。水道、電気、ガスなど公共事業及び銀行などサービス機構のサービス品質と効率を引上げる。「インターネット＋政務サービス」の実施を早める。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国務院弁公庁の「全国行政簡素権限下放サービス改革特化テレビ電話会議重点任務仕訳方案」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/06/22

	2
	国務院の「工業製品生産許可証管理目録の調整と審査手順簡素化試行に関する決定」
	2017/06/06

	3
	全人代常務委員会の「中華人民共和国国家情報法」
	2017/06/28

	4
	国家知識産権局の「特許優先審査管理弁法」
	2017/08/01

	5
	全人代常務委員会の「「水汚染防止法」の修正に関する決定」
	2018/01/01

	6
	国家税務総局の「小企業内部コントロール規範（試行）の公布に関する通知」
	2018/01/01
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